

















と、「親の世話をするという介護面」は 2006 年よりも 2012 年が 2％増加しており、介護が
家族の役割だと感じている人はむしろ増加している。在宅介護を担う主介護者は同居の親




































出所．厚生労働省、平成 13～25 年「国民生活基礎調査」を参考に筆者作成． 



































































































































































































































2005 年 11 月 1 日に国会において、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

















































も影響を与える。総務省の 2012 年就業構造基本調査によると、15 歳以上人口について、介
護をしている有業者は 291 万人であり（男性 131 万人、女性 160 万人）、前職を「介護・看
護のため」に離職した者は、過去 5年間で 48 万 7 千人となっている。男女別にみると、男
性は 9万 8千人、女性は 38 万 9 千人となっており、女性が約 8割を占めている。介護をし
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また、短時間勤務制度やフレックスタイム制度等所定労働時間が短縮できる措置も 3 年以
上の期間に渡って認められるようになった。今までは、短時間勤務等が活用できる日数は、
介護休業と合わせて 93 日と短く制限されていたが、平成 28 年度改正では、介護休業とは
別に連続して 3 年以上取得できるようになった。現行では、介護休暇は 1 日単位で 5 日認




金の申請ができ、賃金の 40%の給付金をもらえるようになっている。それが、2016 年 8 月
からは、賃金の 67%にアップされた。 
 表 1．介護休業等にかかる制度の見直し 
































賃金の 40% 賃金の 67% 
出所．厚生労働省等の資料を参考に筆者作成。 
＊育児・介護休業法の改正内容は平成 29 年 1 月 1 日、雇用保険法は平成 28 年 8 月 1 日か
ら開始。 
    
両立支援制度を充実させる一方、現在の長時間労働等の働き方が変わらないままでは、
育児や介護を行う労働者のみが特別な働き方をするという形となり、当該労働者のキャリ































































る。2004 年 10 月には京都で開催された国際アルツハイマー病協会第 20 回国際会議では、
若年期認知症の人が思いを語り、社会に大きな影響を与えた。2006 年からは認知症の人が







団法人ぼけ老人をかかえる家族の会」に改め、2006 年 6 月から名称を「社団法人認知症の
人と家族の会」に改めた。また、2010 年に公益社団法人の認定を受けて、現在の「公益社
団法人認知症の人と家族の会」として活動を行っている。 
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 ２）NPO 法人 介護者サポートネットワークセンター・アラジン 
2001年10月に介護する人へのサポートの必要性を新聞等のメディアを通し、社会的に呼













































































































































































・厚生労働省（2014）「平成 26 年グラフでみる世帯の状況－国民生活基礎調査（平成 25 年）
の結果から－」 
・内閣府（2016）「平成 28 年版高齢社会白書」 
・Shanas,E. et al., Old People in Three Industrial Societies. London:Routledge and 
Kegan Paul,1968. 
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http://survey.gov-online.go.jp/h24/h24-kazoku/index.html, 2016.8.8 
・内閣府（2016）「平成 28 年版高齢社会白書」 
・内閣府（2005）「平成 17 年版国民生活白書」 
http://www5.cao.go.jp/seikatsu/whitepaper/h17/01_honpen/html/hm01010001.html, 
2016.8.13 











＊本報告は 2017 年 2 月 22 日金沢大学でおこなわれた介護労働研究会シンポジウムでの報
告を、今回新たに論文形式にまとめなおしたものである。報告当時の尹先生の所属は東洋
大学大学院博士後期課程である。 
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